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大 阪 宅 建
女性部会案内メール📧📧のご登録

“同業の女性との交流や仲間づくり”・“不動産業界で働く女性のための研修”
等にご関心のある女性従業者・会員ご家族のみなさまへ

大募集っち

【ご登録いただける方】
① 大阪宅建協会に所属する女性代表者・女性準会員（政令使用人・専任取引士）・
　 女性従業員のうち、 女性部会の活動趣旨に賛同いただける方
② 上記の関係者で、不動産業界に関心を持ち、女性部会の趣旨に賛同いただける方

研修会・セミナー

交流会・懇親会

地域貢献活動

女性部会案内メール📧📧にご登録いただくと・・・？
女性部会に関連する各種情報を、直接Eメール等にてご案内いたします♪

(一社)大阪府宅地建物取引業協会　
　　  企画事業部
          TEL：06-6809-4461

登録フォームは

女性部会では、相互の親睦・連携を図り、資質向上及び次世代を担う人材育成を目指すため、
GLセミナーや地域貢献イベント等を通じて、 “働く女性”を応援し、「女性目線のニーズに合わせた
研修会」や「仲間づくりやロールモデルとの出会いに寄与する企画」を積極展開中☆

このたび、女性部会諸活動の案内メールにご登録いただける方を募集いたします！！
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最近の判例から～たくっちの実務ノート～「契約締結義務違反」

近畿レインズは2022年1月より　　　　　　　　　　
                          新システムに変わります。（その4）
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少子高齢化によって、増え続けている空き地や空き家。所有者が不明となっている土地・建物も増加しており、
放置されたままの空き家は倒壊の危険性や景観の悪化だけでなく、放火や不法侵入など犯罪の温床になって
しまうこともあります。そのような中、注目を集めているのが空き地や空き家の管理・流通・再生を担う組織
「ランドバンク」。現在国土交通省は、法律にもとづくランドバンク制度の創設をめざして動いています。

　ランドバンクの起源はアメリカ合衆国。1970
年代に空き家や所有者不明土地・建物を取得し管
理するために設立され、ミシガン州・オハイオ州
などで発展したのち、リーマンショックを経て全
米へ広がっていきました。
　日本でも、空き地や空き家の増加が深刻な問題
となっているのはご周知の通りです。2015年に
施行された「空家等対策の推進に関する特別措置
法」では、特定空家等に認定されると自治体によ
る立ち入り調査や助言・指導が可能になるなど、
法整備がなされてきています。しかし、個々の空
き地や空き家に注目すれば解決する事案だけでは
なく、空き地・空き家が密集している地域では、
接道の問題などから建て替えや開発ができずに年
月が経っているというケースも多くあります。こ
の問題は行政の力だけではなかなか解決できない
もの。自治体と宅建業者、地域のNPO法人など
が一体となって取り組む必要性が出てきたことか
ら、ランドバンクという組織が注目されるように
なってきました。

空き地や空き家の管理・
仲介を担う法人を指定する、
「ランドバンク制度」とは？
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　山形県の庄内地方南部に位置する鶴岡市は、人口
約12万人と県内では２番目に人口の多い都市。少
子高齢化による空き地や空き家の増加に加え、道路
の狭さによる再開発の難しさが問題となっていまし
た。そこで2013年1月に設立したのがNPO法人
「つるおかランド・バンク」。主な事業は「ランド
バンク事業」で、寄付や低廉売却で受けた空き地や
空き家を整備して売却したり、前面道路の拡幅も合
わせて行って土地の有効活用を図ったりしていま
す。ほかにも、空き地や空き家の物件情報を発信し
て所有者と入居希望者をつなげる「空き家バンク事
業」や、所有者が遠方にいて管理が行き届かない空
き家の管理代行をする「空き家受託管理事業」など
を展開。国土交通省が2020年度のランドバンク活
用のモデル調査で選定した、支援対象6団体のひと
つとなっています。
　団体と個人、正会員・賛助会員に分けられた会員制で、運営は会費と寄付によるもの。鶴岡市や宅建業者に加え、
行政書士、司法書士、荘内銀行、東京都立大学など各方面の専門家や専門機関が集結し、問題解決に対応しています。

　国土交通省は法律にもとづくランドバンク制度の創設をめざしており、所有者不明土地の利用の円滑化等に関す
る特別措置法の改正案を 2022年の通常国会に提出する方針です。まずは、管理や仲介を担う法人を指定し、売買・
仲介・買取などの取引を促進。スタート時は、所有者が分かる空き地や空き家を対象に、一時的に管理して売却す
る仕組みを想定しています。また、土地や道路を整備し、これまで再開発できなかったエリアに住宅や店舗などが

立ち並ぶことによる、街の活性化や人口増などにも期待を寄せて
います。指定法人は、所有者の分からない土地の調査なども担う
ことになります。
　この事業には、国からの費用支援が考えられているほか、ラン
ドバンクが売買する際に発生する不動産取得税などの軽減措置も
検討されています。
　所有者不明土地の面積は、このまま何もしないでいると 2040
年には約 720 万ヘクタールに膨らむと予測されています。これ
からは、“官民が手を取り合って取り組んでいく”ということが、
問題解決へつながる大きなキーワードとなっていくでしょう。

アメリカ合衆国では、州予算や政府の基金等から支援が受けられます

再建築ができない立地の場合、長期間空き家となっているケースも ※掲載の内容は2021年10月現在のものです。

日本における先駆者的存在「つるおかランド・バンク」の取り組み。

ランドバンク制度の創設をめざし、
「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」の
改正案を2022年の通常国会に提出する方針。

起源はアメリカ合衆国。空き地・空き家問題を
自治体と宅建業者、地域のNPO法人などが
一体となって取り組むランドバンクとは。
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   information

たくっちの年賀状テンプレートを無償でご使用いただけます♪
～ 年賀状テンプレートは、以下の全４種類 ～ 

1-2 …  特集　トレンドコラム
3…  information
4 …  叙勲・褒章・大臣表彰を受けられた

会員はご連絡ください
4…  名探偵たくっちVol.27

～漢字ダイヤモンドの謎～
5-8 …  大阪宅建ビジョンの中期(2021-2023)

新戦略について
9-10 …業界の「いま」を知る　

大阪宅建☆ハイライト

11-13 …最近の判例から
～たくっちの実務ノート～

13 …会員業者限定　
弁護士による無料法律相談

14 …不動産流通関連サイトのお知らせ
15 …宅地建物取引業人権推進員

「養成講座」のご案内
16 （取引士センター）講演録出版のご案内

裏表紙…女性部会案内メール登録者を募集して
います♪

たくっちの年賀状をご活用下さい

大阪宅建協会Webサイトからお好みのデザインをダウンロードいただき、
新年のご挨拶にお役立てください。　
https://www.osaka-takken.or.jp/whatsnew/2021/11/post-993.html
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１．該当要件 ： 正会員の方で、令和３年中に、叙勲・褒章・大臣表彰を受賞された方
２．連絡期限 ： 令和３年11月30日（火）
３．連 絡 先 ： 所属支部事務局
４．注意事項 ： ①　大阪府知事表彰は対象となりません。
　　　　　　　 ②　各支部よりご連絡いただいた顕彰対象者の方について、綱紀自主規制委員会
　　　　　　　　　 で審査した上で決定させていただきます。
　　　　　　　 ③　産業功労により叙勲・褒章・大臣表彰を受賞された方は、当協会が推薦して
　　　　　　　　　 おり受賞状況を把握しておりますので、ご連絡は不要です。

※　新型コロナウイルス感染症の拡大状況により、顕彰予定が変更となる場合がございます。
※　ご不明な点については、大阪宅建協会法務部（担当：福井）まで　　TEL:06-6941-8197

　大阪宅建協会では、令和３年度の産業功労による叙勲・褒章・国土交通大臣表彰ならびに大阪府知事
表彰の受賞者を顕彰することを予定しています。
　この機会に、産業功労以外の分野による叙勲等の受賞者につきましても、併せて顕彰させていただき
たいと存じます。つきましては、下記の要件に該当する方がおられましたら、所属支部までご連絡いた
だきますようお願いいたします。

綱紀自主規制委員会からのお知らせ
叙勲・褒章・大臣表彰を受けられた会員はご連絡ください

名探偵たく
っちV

ol.27

名探偵探偵探 たくっ
ちVoVoV

l.2

Q.

※　ご不明な点については、大阪宅建協会法務部（担当：福井）まで　　TEL:06-6941-8197

27 プレゼントをリニューアル！

プレゼント

（一社）大阪府宅地建物取引業協会「名探偵たくっち」係
ＦＡＸ：06-6809-4462
Webフォーム：https://forms.gle/FpiNMXMNeKQb4Tdo6
2021年12月15日（水）23:59受付分まで有効とし、商品の発送を
もって当選者の発表とさせていただきます。
ご記入いただいた個人情報は商品発送のために使用いたします。

正解者の中から抽選で2名様に、「JCBギフトカード5，000円分」をプレゼントします。パズルの解答・会社名・
氏名・郵便番号・住所・電話番号を明記のうえＦＡＸまたはWebフォームで右記宛先までご応募ください。

〒

氏　　名

住　　所

電話番号

会 社 名

※　新型コロナウイルス感染症の拡大状況により、顕彰予定が変更となる場合がございます。
※　ご不明な点については、大阪宅建協会法務部（担当：福井）まで　　TEL:06-6941-8197※　ご不明な点については、大阪宅建協会法務部（担当：福井）まで　　TEL:06-6941-8197

リニューアルリニューアルリニューアル！！！！！ JCB
ギフトカードを
2名に進呈

解答
Ａ
前回の答え

1

Webフォームはこちら

例のように、二字熟語ができるよう空欄に漢字を入れてください。
最後にＡ・Ｂを並べてできる二字熟語を答えてください。

Ａ Ｂ

例

このように敬意・意志…
などの二字熟語ができる
ようにします。
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大阪宅建ビジョンの中期(2021～2023年)新戦略について

事業経過やコロナ禍に代表される環境変化により、ビジョンを達成していくための「戦略」･
「具体的活動」を整理・精査し、中期として“３つの新戦略”が確立されました。

　私たち大阪宅建協会は、公正で健全な不動産取引
を通じて、しあわせなまちづくりを実現するために、人・
すまい・地域をつなぐ懸け橋になることを目指します。

会員・業界の
社会的地位の向上

人・すまい・
地域をつなぐ懸け橋

戦略実施による
ビジョン実現

30年後の
理想的な姿
ミッション

人・すまい・地域をつなぐ
懸け橋であるというベース

2017年 10年後 30年後

会員の誇り

業界に対する
良好なイメージ
の定着

会員・業界
への社会的
信頼

10年後の理想的な姿
ビジョン

前 期 中 期

前 期

事業経過やコロナ禍に代表される環境変化により、ビジョンを達成していくための「戦略」･
「具体的活動」を整理・精査し、中期として“３つの新戦略”が確立されました。

　私たち大阪宅建協会は、公正で健全な不動産取引
を通じて、しあわせなまちづくりを実現するために、人・

ビジョン

戦略

1 住みよいまち・しあわせなまちづくりをプロデュースする

　私たちはこれまで、地域美化活動や防犯活動など、官公庁、大阪府警察や地元企業等
と連携し、地域まもりに努めてきました。また、各地域での不動産フェアやブルース・フェ
スティバルなど、私たちが主体となって、地域に笑顔をもたらす活動を実施してきまし
た。これからはビジネスモデルを意識して、これまでの絆やノウハウを活用し地域コミュ
ニティーの活性化に貢献します。

　私たちはこれまで、地域美化活動や防犯活動など、官公庁、大阪府警察や地元企業等
と連携し、地域まもりに努めてきました。また、各地域での不動産フェアやブルース・フェ
スティバルなど、私たちが主体となって、地域に笑顔をもたらす活動を実施してきまし
た。これからはビジネスモデルを意識して、これまでの絆やノウハウを活用し地域コミュ
ニティーの活性化に貢献します。

戦略

2 会員ネットワークを強化する

　私たちは、各地域における連絡や情報交換を図るため、会員の“事務所所在地”をセグ
メントとして支部（府内15支部）を組織しています。これからは支部に加え、会員の“業
態”をセグメントとしてグループやブランチを創り、スケールメリットを活かして物件
や地域の情報を活発に交換できるシステムを提供し、取引の活性化に貢献します。

　私たちは、各地域における連絡や情報交換を図るため、会員の“事務所所在地”をセグ
メントとして支部（府内15支部）を組織しています。これからは支部に加え、会員の“業
態”をセグメントとしてグループやブランチを創り、スケールメリットを活かして物件
や地域の情報を活発に交換できるシステムを提供し、取引の活性化に貢献します。

戦略

4 魅力ある情報を発信し大阪宅建をPRする

“大阪宅建”やシンボルマークである“ハトマーク”　　の認知度は高くはありません。
消費者や地域社会に大阪宅建の活動を知っていただくことに加え、不動産取引について
の不安を解消し、喜びや感動を提供できるような情報発信・啓発活動を実施します。

“大阪宅建”やシンボルマークである“ハトマーク”　　の認知度は高くはありません。
消費者や地域社会に大阪宅建の活動を知っていただくことに加え、不動産取引について
の不安を解消し、喜びや感動を提供できるような情報発信・啓発活動を実施します。

戦略

5 大阪宅建の組織強化

　会員から、また消費者・地域社会からの「ハトマークっていいね！」を促進する体制を
つくり、戦略１～４を実行するために、しっかりとした土台・組織をつくります。
　会員から、また消費者・地域社会からの「ハトマークっていいね！」を促進する体制を
つくり、戦略１～４を実行するために、しっかりとした土台・組織をつくります。

戦略

3 身近で頼りになる大阪宅建の
存在価値を確立する

　私たちの提供するサービスやネットワーク
が、会員にとって十分活かされていないとい
う現状があります。そこで、これからは会員
目線でのサポー
ト・人 材 育 成、
そして会員が団
結できる機会を
提供します。

　私たちの提供するサービスやネットワーク
が、会員にとって十分活かされていないとい
う現状があります。そこで、これからは会員
目線でのサポー
ト・人 材 育 成、
そして会員が団
結できる機会を
提供します。

2017年から

頼り
に

なる
よ！
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中 期

会長メッセージ ～中期新戦略によせて～

　当初2017年から2019年の３年間で設定された、大阪宅建ビジョンの優先実施戦略を
もとに、事細かく検証した結果を踏まえ、「大阪宅建ビジョンの中期戦略」として取りま
とめました。
　なお、こちらは『この法人の業務執行の決定』の権限を有する理事会の構成員である理
事に「協会運営に対するアンケート」を実施し、その調査結果を反映した形にもなってお
ります。
　今回、３つの戦略の中で、特に「新戦略２. 会員のビジネスチャンスの創出　まちづく
りに関わるプロフェッショナルが更なる躍進をするためのサポート体制を強化する。」の

箇所については、現在、本部が主体となって行うべき事業と、支部が主体となって行う事業について精査し、重
複する事業の整理を行うとともに、各事業の費用対効果を見極めたうえでの廃止や縮小はもとより、会員の皆様
のメリットとなる必要な事業に予算の最適配分を行うべく、鋭意審議を重ねているところです。
　真に会員のためとなる組織の確立に邁進する所存でございますので、何卒ご理解ご協力のほどお願い申し上げます。

会長　高村　永振

新戦略１. 地域貢献・地域活性化

　前期戦略１を基としたＢtoＣのビジネスモデル。
　前期戦略４で掲げていた「相談室による不安の解消・トラブル
防止」「高校生・大学生などへの課外不動産授業」を入れ込む形と
します。
　2020年６月締結の「Osaka Metro（大阪市高速電気軌道）との
包括連携協定」、「行政との空き家に関する協定」等は、遊休不動

産を活用し『地域の価値をあげて資産価値をあげる』という新た
な価値提供であり、これらマッチング事業をこの戦略の柱とし
て掲げます。
　また、大阪府警察との連携活動や地域清掃活動、地域イベン
トへの参加等の「地域に貢献し、地域を活性化させる」ためへの
活動を引き続き行います。

エリア価値を高める取組（エリアマネジメント）を行い明るい未来を描く。

新戦略２. 会員のビジネスチャンスの創出

　前期戦略２．３．４を包括（選択と集中）し、ビジネスチャンスの創出につな
がる活動をこの戦略にまとめます。
　認知度向上活動をはじめ、知識をブラッシュアップできる情報・ツールや
機会の提供をはじめ、「不動産ローカルネットワーク」TAKTAS.の育成と強化
をする等、宅建業のプロである会員へのサポート体制を強化します。

まちづくりに関わるプロフェッショナルが更なる
躍進をするためのサポート体制を強化する。

新戦略３. 大阪宅建の組織体制の盤石化
　前期戦略５を基とし、会員管理･入会促進の強化、さらなる会員の資質向
上を図ります。
　また、「会員ニーズを的確に把握し、真に会員のためとなる組織体制」にな
るよう、本部・支部の業務を明確化し、本部・支部との連携強化をはじめ、
関係団体とも連携をもった体制づくりを目指します。

2021年から

各戦略の活動等の詳細は次ページへ
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新戦略１. 地域貢献・地域活性化 エリア価値を高める取組（エリアマネジメント）を行い
明るい未来を描く。

01. まちを美しくする地域清掃活動
02. 大阪府警察との連携活動 こどもたちが安心安全に暮らせるまちづくり
03. 不動産に関することを相談できる機会の提供（一般相談・空き家相談）
04. 大阪府・市区町村・自治会活動への参画（協定等）
05. スポーツ大会（たくっちカップ）の開催
06. 地域イベントへの積極的参加（協賛・後援）
07. 学生への不動産出張授業
08. エリアリノベーションの手法を用いた沿線地域活性化の取組み

BBusiness
全宅連

全宅管理
ハトマーク
支援機構

BBusiness
Business
＆

Business
会員

B＆Bネットワーク

会員

ビジネスパートナー

ハトマークグループ

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

モデル1

モデル2

信頼

報酬

CCustomer

消 費 者

地域社会

信頼・知恵・協同

BBusiness

共感・協力・知恵

会費・入会金

大阪宅建
（本部支部）

モデル３

新戦略２. 会員のビジネスチャンスの創出

BBusiness
全宅連

全宅管理
ハトマーク
支援機構

BBusiness
Business
＆

Business
会員

B＆Bネットワーク

会員

ビジネスパートナー

ハトマークグループ

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

モデル1

モデル2

信頼

報酬

CCustomer

消 費 者

地域社会

信頼・知恵・協同

BBusiness

共感・協力・知恵

会費・入会金

大阪宅建
（本部支部）

モデル3

主な
活動

09. ハトマークブランドの認知度向上活動
10. 活躍会員の積極的配信
11. 知識をブラッシュアップできる情報・ツールや機会の提供（web発信・相談室・出前講座・交流会等含む）
12. TAKTAS.の育成と強化
13. 法改正の政策提言
14. 青鳩会・女性部会による業界の活性化、次世代につなぐための活動

主な
活動

まちづくりに関わるプロフェッショナルが更なる
躍進をするためのサポート体制を強化する。
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新戦略３. 大阪宅建の組織体制の盤石化

BBusiness
全宅連

全宅管理
ハトマーク
支援機構

BBusiness
Business
＆

Business
会員

B＆Bネットワーク

会員

ビジネスパートナー

ハトマークグループ

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

モデル1

モデル2

信頼

報酬

CCustomer

消 費 者

地域社会

信頼・知恵・協同

BBusiness

共感・協力・知恵

会費・入会金

大阪宅建
（本部支部）

モデル3

15. 倫理規程を遵守しなければ加盟し続けられないというルールづくり・環境づくり
16. 会員ニーズを把握するデータベースの構築・会員の声の収集
17. 支部連携強化・本部支部による二重投資の見直し・モデル支部の創設
18. 持続可能な協会運営のための財政システムの検討
19. 宅建業の魅力をアピールし、入会を増やし、業界・協会の繁栄に繋げる
20. 情報セキュリティ強化と業務効率化を目的としたデジタル化の推進
21. 上部団体・連携団体との重複事業等を解消した事業のスリム化
22. 事務局の働きやすさを実現した環境づくり

主な
活動

◎大阪宅建協会のビジネスモデル ※モデル１：大阪宅建が、会員に対してサービスを提供する。
※モデル２：大阪宅建が、会員を通じて消費者・地域社会にサービスを提供する。
　　　　　　または、会員にサービスを提供することで消費者・地域社会にサービスが及ぶ。
※モデル３：大阪宅建が、消費者・地域社会に対してサービスを提供する。

主な活動として、全22項目をあげています。
　特に、新戦略１の部分に関しては、地域密着を目指した活動になるため、

支部の協力はもとより、会員の皆様も積極的に携わっていただければ
と思います。

　「人・すまい・地域をつなぐ懸け橋に」を実現させるため、
ご理解・ご協力のほどお願いいたします。



9

11 月号
2021宅建NEWS

   業界の「いま」を知る！ 大阪宅建 ☆ ハイライト
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防犯ブザーを配布
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　10月22日（金）13時30分から、Web会議シス
テムZoomを使用した形式にて、支部長会議を開
催しました。会議では、今後の本部支部の運営に
ついて、多角的な意見交換がなされました。
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支部長会議を開催
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　10月25日（月）15時から、大阪府宅建会館2階
会議室において、システム委員会全体会議を開催
しました。
　万全な新型コロナウイルスへの感染対策のも
と、各支部からシステム担当役員が集い、本部シ
ステム委員会のメンバー及び関連事業の紹介・意
見交換ののち、“令和４年版「大阪府宅地価格シス
テム」作成に伴う価格調査の実施”について検討
し、各支部間で隣接するポイントの調整及び最高
値ポイントの価格調整等が行われました。



�������� 



������������������ 



������������ 



���������������� 



������������������ 



������������ 

システム委員会全体会議を開催
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　大阪宅建協会では、大阪宅建ビジョンに掲げる
社会貢献事業の一環として、大阪府警察が行う防
犯啓発活動に協力しています。
　今回は、全国地域安全運動（令和３年10月11日
～ 20日）に合わせ、以下大阪府下５ヵ所の各施設
に来場した児童を対象に、防犯ブザーの配布を行
ないました。

　【配布場所】
キッズプラザ大阪（大阪市北区）、大阪市立自
然史博物館（大阪市東住吉区）、東大阪市立ド
リーム21（東大阪市）、万博記念公園（吹田市）、
堺市立ビッグバン（堺市南区）

　大阪宅建協会では、これからも大阪府警察と連
携し、“誰もが安心して暮らせるまちづくり”に協
力してまいります。
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新入会員（2021年９月度）　
支　部 商　号 氏　名 事務所所在地 電話番号 免許番号

新大阪
カスタマーファースト㈱ 村 上　 俊 司 淀川区西中島5-1-8 06-4862-5679 ①62984

スマイフ㈱ 岡 田　 匡 寛 淀川区西宮原1-8-24　新大阪第3ドイビル6F 050-6865-7445 ①62956

北

セントラルブルー 杉 浦 　 徹 北区天神橋3-1-28　第3グランドビル301 080-5342-5170 ①62930

NOZ㈱ 三 宅　 直 登 北区神山町10-12 06-7777-1440 ①62936

㈱さくら 中 野　 百 合 北区西天満4-10-4-402 06-6809-3078 ①62931

㈱フラッグス 土 屋　 真 太 郎 北区大淀南2-1-1-1904 06-7777-0228 ①62982

㈱ティーエークリエーション 時 松　 卓 典 北区天満2-7-6 06-6360-4922 ①62966

中央

㈱MIRAI 中 森　 孝 征 中央区平野町3-1-6 06-7777-1175 ①62941

アスモ不動産㈱ 髙 畑　 ま や 中央区石町1-1-7 06-6947-5128 ①62969

㈲トラストエイド 角 谷　 智 佐 中央区谷町5-1-7 06-4303-3831 ①62958

DSS不動産 奥 　 兼 治 中央区瓦町3-3-16　OWL瓦町ビル4F 06-6125-5738 ①62996

ファール・ラート㈱ 神 　 博 也 中央区南船場3-1-16-303 06-6484-7520 ①63005

西
㈱ピアット 阿 部　 真 太 郎 浪速区恵美須西1-3-8 06-6634-5368 ①63027

㈱エステートネクスト 田 村　 修 一 西区立売堀1-6-13　南本町天祥ビル2号館506 06-6533-0203 ①63016

なにわ南 ㈱九思 山 口　 翔 道 住之江区西加賀屋2-3-1 06-6682-9300 ①62963

なにわ京阪
㈲東和 前 田　 博 司 四條畷市田原台1-13-10 0743-79-9821 ①62903

㈱A.T不動産 多 田 　 昭 鶴見区今津中1-9-27 06-6967-9061 ①63045

なにわ東

㈱千兩 金 　 成 龍 天王寺区味原町14-23 06-6768-1461 ①62995

永福㈱ 武 谷　 辰 一 生野区中川2-16-16　永福ビル 090-7342-2455 ①63022

㈱ARCTURUS 大 木　 和 寿 東成区東小橋1-15-2-201 06-6971-5165 ①63021

㈱セカイエ 高 　 東 林 東成区大今里西1-13-9　BELLフォレスト1F 06-4306-3566 ①63031

なにわ阪南 つばさホーム 秋 山　 昇 一 平野区加美東6-15-4 06-6718-6123 ①62974

北摂

High Living Home 樋 口　 由 佳 子 箕面市西小路5-5-5-305 072-774-2478 ①62955

㈱アプローズ不動産 横 山　 広 幸 豊中市上野東1-14-11 080-3130-0342 ①62987

㈱アールクリエイト 栗 原　 良 輔 豊中市庄内東町2-2-4-201 06-4867-8080 ①63003

北大阪

㈱レ・プランニング 松 本　 貴 詩 吹田市内本町2-6-13　アイワステーションビルⅡ号館104 06-6310-2636 ①62927

㈲リーアシスト 李　　 敬 宰 高槻市城北町2-9-34　第2福万ビル303 072-676-9507 ①62968

㈲ヤマキ企画 山 木　 覚 留 高槻市高槻町13-16 090-1105-7824 ①62980

㈱Nice 山 根　 基 貴 茨木市下井町1-14 072-665-7401 ①62975

㈱圭建築 橋 田　 圭 司 茨木市東安威1-19-12 072-665-5882 ①62986

ベストウイッシュ㈱ 鈴 木　 史 仁 茨木市真砂2-9-6 072-601-1969 ①62997

京阪河内

プラゴー㈱ 植 月　 大 輔 枚方市出口5-33-1 072-803-6528 ①62912

㈱クレステート 齋 藤　 浩 幸 枚方市星丘3-1-27　メゾンエトワール101 072-894-7230 ①62949

㈱エフォート 池 澤　 亮 太 交野市星田5-17-8-103 072-807-8124 ①62976

㈱住まいるプラス 前 田　 和 浩 枚方市中宮山戸町2-13-1F 072-894-7899 ①63011

東大阪八尾 ㈱ステイシアホーム 上 島　 佳 壽 美 東大阪市高井田元町2-9-16　SKSビル3F 06-6224-7878 ①63013

南大阪 ㈲松よし 松 山　 哲 也 羽曳野市伊賀1-1-9 072-931-0520 ①62990

堺市
利晶不動産 松 鳥　 利 明 堺市堺区大町西1-1-24　泉ビル2F 072-260-4861 ①62978

㈱創和アイディール 石 浪 　 剛 堺市堺区一条通13-20-201 072-275-5290 ①62932

泉州

㈱モノリス 上 久 保　 謙 和泉市伏屋町3-7-9 0725-56-5050 ①62971

家心㈱ 黒 田　 修 平 泉南郡熊取町久保2-928 072-451-0556 ①62938

中筋不動産建設 中 筋　 秀 樹 泉南郡岬町多奈川谷川481 090-5094-5842 ①62954

※2021年９月入会時点の情報です。 2021年９月末現在の会員数は　正会員8,339名　準Ａ　682名　準Ｂ　5,249名
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契約締結義務違反
売買契約が締結されることを前提に、費用支出をした購入希望者の所有者に対する
損害賠償請求が棄却された事例

　　　（東京地判　令２・２・18　ウエストロー・ジャパン）　葉山　隆

   最近の判例から ～たくっちの実務ノート～

１　事案の概要

　平成27年２月、Ｙ（被告・個人）は、遠縁の親戚にあたるＸ（原告）
からの借入金について、“所有する東京都ａ区内の借地権付建物（自
宅・本物件）を売却して返済に充てること”をXに伝え、XとYらは、
本物件内の清掃等に着手した。

　そのさなかの同年５月頃、ＹはＸに“本物件に住み続けたいので、第三者には売却したくない”
との意向を示したことから、ＸはＹに対して、本物件を1,500万円で購入することを提案した。
　Ｘは、自らが所有する本物件隣接の借地権付建物と本物件を取り壊し、一体で建て替えること
を計画し、建築業者に有償の地盤調査や建築プラン作成を依頼する等した。
　また、ＸはＹに対して、“建替え後の建物の一部をＹに賃貸する用意があること”、“建替え工事
中はＸが所有する賃貸中の戸建て住宅（本件賃貸建物）の賃借人に立ち退いてもらい、これをＹに
月額５万円で賃貸すること”、を提案した。

　同年８月、ＸとＹは本物件の敷地（本件土地）の所有者と面談し、本物件をＹがＸに売却するこ
とを報告したが、その翌月末頃、ＹはＸに本物件の売却を拒否する申出をした。
　同年12月、ＸはＹに対して、同年10月に本件賃貸建物の賃借人を退去させたことによる空室損、
地盤調査費用等31万円余の支払いを求めて提訴（別訴）した。
　平成28年１月にＸの請求を棄却する判決が言い渡され、これを不服としたＸの異議申立ての後、
同年３月に両者の間で和解が成立した。

借地権付建物の売買契約締結に向けた交渉中に、その契約が締結されることを前提に費用を支出
した購入検討者が、その後に相手方が契約締結を拒否したことが信義則上の義務違反にあたると
して、支払った地盤調査費用等の賠償を求めた事案において、その請求が棄却された事例。
 （東京地裁　令和２年２月18日判決　ウエストロー・ジャパン）
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　同年９月、ＸはＹに対して、別訴を提起した以降の本件賃貸建物の空
室損、及びその改装費用の支払いを求めて提訴（本訴）した。
　なお、その後Ｘは本件賃貸建物を後継の賃借人に賃貸した平成29年２
月分までの分まで請求を拡張し、請求額は244万円余りとなった。

　これに対してＹは、“①別訴の和解条項には「Ｘはその余の請求を放棄する。」旨の条項があり、
別訴の既判力により排斥される、もしくは本訴の提起は信義則に反する、②Ｙが確定的な意思表
示をしておらず、敷地所有者の同意も得られていない中、Ｘは独断で準備を進めたものであり、
Ｙに契約締結準備段階における信義則上の注意義務違反はなかった。”として争った。

２　判決の要旨

　裁判所は、次のとおり判示し、Ｘの請求を全て棄却した。

（別訴の和解の効力）
　Ｙは、“本訴は実質的には紛争の不当な蒸し返しであって、信義則に反する”と主張するが、
別訴の請求と本訴の請求は内容を異にするから、本訴の請求が別訴の既判力によって当然に排
斥されることにはならない。

　また別訴の和解にある「Ｘはその余の請求を放棄する。」の条項は、あくまで別訴の請求内容に
関するものであり、本訴の請求内容は別訴の提起後に生じたものであり、本訴は紛争の不当な
蒸し返しとは言えず、信義則に反するものでもない。

（Ｙの注意義務違反の存否）
　Ｘは、①Ｙに本物件を1,500万円で購入する提案をし、②費用を支出して地盤調査を行って建
築プランを作成し、③工事期間中のＹの居住先確保のために本件賃貸建物の賃借人を立ち退かせ
る、等の準備を進め、Ｙも特段これに異議を述べなかったことが認められる。

　しかしながらＸとＹは、売買契約の締結時期、代金の決済時期、決済方法、所有権移転登記手
続きの時期等の売買契約の具体的な内容について協議をした形跡は認められない上、これらの準
備が進められた後の平成27年８月になって、本件土地の所有者と面談し、本物件の売却を報告
したというのであるから、その時点においては、ＹからＸに本件土地の賃借権を譲渡することに
つき、その所有者の承諾を得られるか否かすら確定しない状況であったといえる。

　そうすると、上記面談の前に、Ｘが本物件の売買契約締結に向けて種々の準備を行っていたと
しても、いずれも本件土地の賃借権の譲渡につき、所有者の承諾を得られると仮定して準備を行
っていたにすぎず、Ｘに対し、本物件の売買契約が確実に成立するとの期待を抱かせるに足りる
ほど、契約締結のための準備が成熟していたということはできない。
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　また、上記の面談の後も、ＸとＹの間において、本件建物の売買契約の締結に向けた協議が特
段進展したことをうかがわせる事情は認められず、その後１ヶ月程度が経過した平成27年９月
末頃の時点においても、Ｘに対し、本物件の売買契約が確実に成立するとの期待を抱かせる状況
に至っていたということはできないから、Ｙが同時点において本物件を売却することを拒否した
としても、契約準備段階における「信義則上の注意義務」に違反するということはできない。

（結論）
よって、Ｘの請求は理由がないから棄却する。

３　まとめ

　売買契約締結を拒絶したことが、信義則上の義務違反にあたるかについて、拒否した時点では
契約成立が確実との期待を相手方に抱かせるほどの段階に至っていなかったと判示されたものの
一つとして、本事例を紹介するものである。
　売買契約に関して、本事例同様、契約締結の準備が成熟した段階に至っていなかったとして請
求が棄却された事例として、東京地判　平26・12・25（RETIO99-60）、東京地判　平26・
12・18（RETIO99-62）、信義則上の義務違反は認められたものの損害が認められないとされた
事例として、東京地判　平21・2・19（RETIO60-42）、東京地判　平15・6・4（RETIO44-45）
が見られ、一方信義則上の注意義務違反が認められて支出済費用の請求が認められた事例として、
東京地判　平27・2・19（RETIO104-134）が見られるので、併せて参考にしていただきたい。
 （調査研究部調査役）
                     

一般財団法人 不動産適正取引推進機構
http://www.retio.or.jp/guide/retio.html

RETIO　122号より引用
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   不動産流通関連サイトのお知らせ

　近畿レインズは、2021年12月27日（月）を以て現行システムを終了し、
2022年１月６日（木）より新システムに変わり、「東日本・中部レインズ」・
「近畿レインズ」・「西日本レインズ」の３つに分かれたシステムを統合し、
全国4指定流通機構が単一のシステムを共同利用します。

　新システムの稼働に先立ち、先般、近畿レインズWebサイトより
“新システムの「クイックマニュアル」”が公開されています。

[重要] 近畿レインズは2022年1月より新システムへ変わります。（その4）

　クイックマニュアルでは「現行システムからの変更点」や「データ移行の注意点」などを
網羅するとともに、新システムの基本的な操作方法を豊富な画面イメージで解説しています！
　新システム操作教育テキストとしてもご利用いただけますので、新システムが稼働するまでに必ずお目通しく
ださい。

　　　 近畿レインズWebサイト
http://www.member.kinkireins.or.jp/

[重要] 近畿レインズＦ型の廃止に伴うご注意
2022年1月6日（木）より稼働の新レインズでは、F型（FAXでの日報・登録証明書等の配信機能）が廃止されます。

　 現在、近畿レインズを“F型”・“IPF型”にてご利用いただいている方につきましては、上記近畿レインズの
Webサイトに「F型廃止届」のご用意がございますので、2021年12月26日（日）までに、Ｆ型廃止の手続きにつ
いてご検討ください。
※F型・IPF型にてお申込みされておられる場合（BizFAXスマートキャストの契約がFAX回線についている場合）
　は、NTTコミュニケーションズより月額200円（税抜）の“BizFAXスマートキャスト基本料”が発生しております。

※会員ページ（要ログイン）内の上記バナーよりご参照ください。
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  宅地建物取引業人権推進員「養成講座」のご案内

　業界団体で構成する「不動産に関する人権問題連絡会」と大阪府では、宅地建物取引におけるあらゆる
人権問題を解消していくため、「人権推進員」を養成しています。
　この講座では、宅地建物取引業に従事するすべての従業者を対象に、宅地建物取引業を行ううえで理
解しておかなければならない人権問題や法令等について、分かりやすく解説しますのでぜひご参加くだ
さい。

「大阪府宅地建物取引業における人権問題に関する指針」 大阪府の「宅地建物取引業法に基づく指導監督基準」
「大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例」  「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」等

※その他、詳しくは、大阪府の「宅地建物取引業とじんけん」のWebサイトをご覧ください。
　＜ https://www.pref.osaka.lg.jp/kenshin/sido-jinken/index.html ＞

宅建業者の皆様へ

お申込み方法　
(一社) 大阪府宅地建物取引業協会までお申し込み下さい。
お問い合わせ先：法務部　TEL：０６－６９４１－８１９７

講座内容に関するお問い合わせ先　
大阪府建築部建築振興課　宅建業指導グル－プ
ＴＥＬ：０６－６２１０－９７３４

●　当日は新型コロナウイルス感染症対策として、「マスク着用の徹底」、「消毒用アルコールの設置」、「会場の
換気」、「座席間の距離の確保」等を行います。

●　体調不良（だるい、発熱、咳が出る等）の場合は、参加を自粛いただきますようお願いいたします。
●　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため開催の中止や延期等になった場合、または会場が対応困難
な事態になった場合は、お申込みいただいた方へご連絡させていただきます。

●  身体に障がいなどがあり、手話・要約筆記・車いす補助等をご希望の方は、開催2週間前までにお問い合わ
せください。

開催日：①12月1日(水)、②令和4年2月3日(木)
　　　　※各回とも同じ講義内容です
時　間：午後1時30分から午後5時まで（受付：午後1時～）

※上記時間すべて受講いただいた方には「人権推進員証」を交付します。

会　場：全日大阪会館（大阪市中央区谷町1-3-26）
　　Osaka Metro谷町線 『天満橋駅』 ３番出口より 徒歩３分

受講料：無　料

令和３年度
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○購入希望の方は、下記申込書に必要事項をご記入の上、FAX してください。（（当当セセンンタターーウウェェブブササイイトトののＷＷｅｅｂｂ申申込込みみペペーー

ジジ（（hhttttpp::////wwwwww..oottcc..oorr..jjpp//ppaaggee//bbooookk//iinnddeexx..hhttmmll））かかららもも、、おお申申込込みみいいたただだけけまますす。。）） 

講講 演演 録録 購購 入入 申申 込込 書書   ◇申申込込日日：：  年年  月月  日日 

((一一財財))大大阪阪府府宅宅地地建建物物取取引引士士セセンンタターー 行行     FFAAXX：：0066‐‐66994444‐‐00226677（（TTEELL：：0066‐‐66994400‐‐00664411）） 

注
文
部
数

民法（物権法等）・不動産登記法改正の動向
（所有者不明土地の利活用の円滑化等について 宅建業者の立場から）

R03年 05月発刊 冊

民法改正リレー講義 第３回：債権法改正総まとめ
－不動産取引での重要ポイントを中心に－

R02年 11月発刊 冊

民法相続編改正
－配偶者居住権の創設と相続税評価を中心に－

R02年 02月発刊 冊

不動産取引に関する最新の裁判例 第２弾 R01年 09月発刊 冊

不動産取引の流れにおける実例と留意点－第６回：決済－ R01年 07月発刊 冊

合計部数 冊 合計金額
(1冊 500円)

円

お 名 前

ご 住 所 〒

日中連絡先 Ｆ Ａ Ｘ

・購入希望の方は上記必要事項をご記入のうえ当センター宛に FAX送信してください。

・お申込みの際にご連絡いただいた個人情報は、出版物の販売以外の目的で使用することはありません。

・書籍と振込用紙を同封しますので、到着後、１０日以内にお振込みください。（手数料はご負担ください。）

※送料は当センターで負担いたします。

「 講 演 録 」 出 版 の ご 案 内

定定価価各各 550000 円円((税税込込)) 

各各 AA44 ササイイズズ
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特集

大 阪 宅 建
女性部会案内メール📧📧のご登録のご登録

“同業の女性との交流や仲間づくり”・“不動産業界で働く女性のための研修”
等にご関心のある女性従業者・会員ご家族のみなさまへ

大募集っち

【ご登録いただける方】
① 大阪宅建協会に所属する女性代表者・女性準会員（政令使用人・専任取引士）・
　 女性従業員のうち、 女性部会の活動趣旨に賛同いただける方
② 上記の関係者で、不動産業界に関心を持ち、女性部会の趣旨に賛同いただける方

研修会・セミナー

交流会・懇親会

地域貢献活動

女性部会案内メール📧📧にご登録いただくと・・・？
女性部会に関連する各種情報を、直接Eメール等にてご案内いたします♪

(一社)大阪府宅地建物取引業協会　
　　  企画事業部
          TEL：06-6809-4461

登録フォームは

女性部会では、相互の親睦・連携を図り、資質向上及び次世代を担う人材育成を目指すため、
GLセミナーや地域貢献イベント等を通じて、 “働く女性”を応援し、「女性目線のニーズに合わせた
研修会」や「仲間づくりやロールモデルとの出会いに寄与する企画」を積極展開中☆

このたび、女性部会諸活動の案内メールにご登録いただける方を募集いたします！！

トレンドコラム 大阪宅建ビジョン中期（2021 ～ 2023年）新戦略　　 
最近の判例から～たくっちの実務ノート～「契約締結義務違反」

近畿レインズは2022年1月より　　　　　　　　　　
                          新システムに変わります。（その4）

大阪宅建ビジョン中期（2021 ～ 2023年）新戦略　　 
最近の判例から～たくっちの実務ノート～「契約締結義務違反」

近畿レインズは2022年1月より　　　　　　　　　　
                          新システムに変わります。（その4）

空き地や空き家の管理・仲介を担う法人
を指定する、「ランドバンク制度」とは？

協会ＨＰに簡単アクセス


